
貸 借 対 照 表

(2015年3月 31日 現在 )
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(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。



損 益 計 算 書

( 381含年
年
 告漏31目 3将: )
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(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。



(重要な会計方針に係る事項に関する注記 )
1.資産の評価基眸及び評価方法
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
イ.子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

口。その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等による時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定)

移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資 (金融商品

取引法第 2条第 2項により有価証券とみなされるもの)の損益のうち、当
社に帰属する持分相章損益を「売上高」又は「売上原価」に計上するとと

もイこ「投資有価証券」を加減する処理を行っております。

時価のないもの

たな卸資産の評価基準及び評価方法

,販 売 用 不 動 産  個別法による原価法
商      品  売価還元法による原価法
未成工事支 出金  個別法による原価法
貯   蔵   品  最終仕入原価法による原価法
(注)いずれも貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

2.固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産 (リ ース資産を除く)
定率法によっております。

ただし、1998年 4月 1日 以降に取得した建物 (建物附属設備を除く)については定額法によっておりま

す。

なお、耐用年数については、1998年 3月 31日 以前に取得した建物については、1998年度税制改正前の

耐用年数を、その他の資産については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

また、事業用定期借地権を設定して賃借した土地等にある建物については、残存価格零円として使用

期限を耐用年数とした定額法によっております。

(2)無形固定資産 (リ ース資産を除く)
定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

また、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間 (5年)に基づく定額法
を採用しております。

(3)リ ース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引F堀始日が2008年 3月 31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

3.引 当金の計上基準
(1)貸倒引彗金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支払に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上して

おります。

(3)役員賞与引当金
役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。
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(4)退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 (5年 )による
均等額を発生年度の翌事業年度から費用処理しております。

また、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 (12年 )による定額
法により費用処理しております。

4。 その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理しております。

(貸借対照表に関する注記)
1.担保に供している資産並びに対応する債務
(1)担保に供している資産
短期貸付金

投資有価証券

関係会社株式

長期貸付金

関係会社長期貸付金

13 百万円
67 百万円
58 百万円
16 百万円
221 百万円

計 376 百万円

百万円

5,184百万円

H,010 百万円
9,049 百万円

590 百万円
2,181 百万円

4.従来、固定資産として保有しておりました賃貸用資産の一部について、保有目的を変更し、販売用不動産
に8,164百万円振替えております。

(2)担保資産に対応する債務

※上記の資産は、関係会社等の債務に対して担保に供しております。

2.有形固定資産の減価償却累計額

3,関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権

短期金銭債務

(税効果会計 に関す る注記 )

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

賞与引当金

退職給付引菫金

未払事業税事業所税

減損損失

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

150 百万円
898百万円
186百万円
3,907百万円

繰延税金資産合計

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用

その他有価証券評価差額金

△  270

8,637百万円

0百 万円
80 百万円
81繰延税金負債合計

繰延税金資産の純額 3,555百万円



2.法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」 (2015年法律第 9号)及び「地方税法等の一部を改正する法
律」 (2015年法律第 2号)が2015年 3月 31日 に公布され、2015年 4月 1日 以後に開始する事業年度か
ら法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債
の計算に使用する法定実効税率は従来の35。 6%か ら2015年 4月 1日 に開始する事業年度に解消が見込
まれる一時差異については33.1%に 、2016年 4月 1日 に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一
時差異については、32.3%となります。
この税率変更により、繰延税金資産の金額 (繰延税金負債を控除した金額)は 320百万円減少し、法
人税等調整額が329百万円、その他有価証券評価差額金が 8百万円、それぞれ増加しております。

(関連当事者との取引に関する注記)
1.

1属 性
会社等 ―議決権等の所有
の名称 .(被所有)割合

東急不動
産ホール

ディング
ス硼

被所有
直接100.0%

資金の貸付
(注)1

受取利息
(注)1

資金の借入
(注)2

資金の貸付
(注)2

受取利息
(注)2

一　　　　　　　　　　　　　　　　　　．．”̈．＾

短期貸付金 10,000

550

1,800

役員の兼務 短期借入金 8,400

借入金の返済
関係会社長期
借入金

18,200

支払利息
(注)2

(注)1.資金の貸付については、基本契約に基づき残高が毎日変動するため、期末残高のみを記載
しております。なお、受取利息は市場金利を勘案して、利率を合理的に定めております。

2.支払利息は市場金利を勘案して、利率を合理的に定めております。

2.子会社

親会社

息払和未 2

社子会

550 短期貸付金

28
関係会社長期
貸付金

(注)1.支払利息は市場金利を勘案して、利率を合理的に定めております。

2.資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。なお、担保は受け入れて
おりません。

(1株当た り情報に関する注記 )
1.1株当たり純資産額
2.1株当たり当期純利益

3,172円 63銭

387円 65α完

関連当事者
との関係
取号|の内容 糟篇 |

期末残高
(百万円)

科  目

属  性 会社等の名称
1議決権等の所有
|(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科  目 期末残高
(百万円)

コミュニ

テイワシ

l抑

所有

直接100.0%
役員の兼務

資金の借入
(注)1

支払利息
(注)1

3,200
関係会社長期
借入金

3,200

5

帥 TC
フォーラ

ム

所有
直接100.0%

建物施設の

賃借等



(重要な後発事象に関する注記 )

2015年 4月 1日 を効力発生日として、当社が行う賃貸住宅管理事業を会社分割により、東急住宅

リース株式会社に承継いたしました。

1.事業分離の概要
(1)分離先企業の名称
東急住宅リース株式会社

(2)分離した事業の内容
賃貸住宅管理事業

(3)事業分離を行った主な理由
東急不動産ホールディングスグループ内での賃貸及び管理・運営等の機能を集約し、効率性向上を

図るためであります。

(4)事業分離日
2015年 4月 1日

(5)法的形式を含む取引の概要
当社を吸収分割会社、東急住宅リース株式会社を吸収分割承継会社とする吸収分割であります。

なお、本件分割に際し、当社は東急住宅リースから一切の対価を受領いたしません。

2.実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」 (企業会計基準第21号 2008年 12月 26日 )、 「事業分離等に関する

会計基準」 (企業会計基準第 7号 2008年 12月 26日 )及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基
奉に関する適用指針」 (企業会計基準適用指針第10号 2008年 12月 26日 )に基づき、共通支配下の取
引として処理しております。

1 した に る び負債の額並びにその主な内訳

|こ 上されている分離した事業に係る売上高及び営業損益の概算額2

流動資産 2,275百万円

固定資産 5,403百万円

資産合計 7,679百万円

流動負債 5,883百万円

固定負債 1,846百 万円

負債合計 7,679百万円

売上高 10,235百万円

営業利益 1,271百 万円


